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国 民 の 保 護 に 関 す る 基 本 指 針 の 一 部 変 更

内 閣 総 理 大 臣 は 、 武 力 攻 撃 事 態 等 に お け る 国 民

の 保 護 の た め の 措 置 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 六 年 法

律 第 百 十 二 号 ） 第 三 十 二 条 第 六 項 に お い て 準 用 す

る 同 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、 国 民 の 保 護 に 関 す

る 基 本 指 針 の 一 部 変 更 を 次 の と お り 公 示 す る 。

国民の保護に関する基本指針の一部変更
武力攻撃事態等における国民の保護のための措
置に関する法律（平成16年法律第112号）第32条
第６項において準用する同条第３項の規定に基づ
き、国民の保護に関する基本指針（平成17年３月
25日閣議決定）の一部を次のように変更する。
目次を別紙１のように改める。
はじめに中「〇我が国を取り巻く安全保障環境
については、冷戦終結後10年以上が経過し、我が
国に対する本格的な侵略事態生起の可能性は低下
しているものの、大量破壊兵器や弾道ミサイルの
拡散の進展、国際テロ組織等の活動を含む新たな
脅威や平和と安全に影響を与える多様な事態への
対応が差し迫った課題となっている。」、「こうした
状況も踏まえ、」、「〇一方、「平成17年度以降に係る
防衛計画の大綱」が、平成16年12月に閣議決定さ
れ、我が国の安全保障の目標として我が国に直接
脅威が及ぶことを防止・排除することと国際的な
安全保障環境を改善して我が国に脅威が及ばない
ようにすることの２つを掲げ、これらの目標を達
成するため、国際の平和と安全の維持に係る国際
連合の活動を支持し、諸外国との良好な協調関係
を確立するなどの外交努力を推進するとともに、
日米安全保障体制を基調とする米国との緊密な協
力関係を一層充実させるなど我が国自身の努力、
同盟国との協力及び国際社会との協力を統合的に
組み合わせることとしている。このうち我が国自

身の努力としては、国として総力を挙げた取組に
より、我が国に直接脅威が及ぶことを防止すべく
最大限努めるとともに、我が国に脅威が及んだ場
合には、政府が一体となって統合的に対応するこ
と、このため、平素から国民の保護のための各種
体制を整備するとともに、国と地方公共団体とが
緊密に連携し、万全の態勢を整えることとの考え
方が示されている。」及び「このような背景を踏ま
え、」を削り、「策定することとした。」を「策定する
こととされている。」に改め、「行うものとする。」の
次に次のように加える。
注：基本指針における「都道府県」又は「都道
府県知事」に関する記載のうち、国民保護法
第184条の適用がある部分については、同条
の規定に基づき「指定都市」又は「指定都市
の長」に適用があるものとする。
第１章４中「瓦礫」を「がれき」に改める。
第４章第１節２中「九州各県をはじめ」を
「九州各県及び山口県を始め」に、「運送事業者で
ある指定公共機関及び指定地方公共機関」を「指
定公共機関及び指定地方公共機関を始めとする運
送事業者」に改め、「しておくものとする。」の次に
次のように加える。

ウ 要配慮者の避難
・国、沖縄県及び沖縄県下の市町
村は、あらかじめ、高齢者、障
害者その他特に配慮を要する者
の避難に関する搬送手段や付添
体制の整理に努め、住民を実際
に避難させる必要が生じた場合
においては、これらの者が適切
に避難できるようにするものと
する。

第４章第１節２中「ウ 県外での避難住民
の受入れ」を「エ 県外での避難住民の受入れ」
に、「沖縄県と」を「沖縄県、九州各県及び山口県
を始めとする地方公共団体と」に、「避難先地域の
選定等」を「避難先地域の選定、避難住民の受入
れに必要な準備等」に、「緊急時防護措置」を「緊
急防護措置」に改め、同節３中「道路の利用指
針（特定公共施設利用法第12条第１項の道路の利
用指針をいう。以下同じ。）」を「港湾施設、飛行
場施設及び道路の利用指針（特定公共施設利用法
第６条第１項、第10条第１項及び第12条第１項の

利用指針をいう。以下同じ。）」に改め、同節３
中「避難施設」を「避難施設等」に、「開設」を「供
与」に改め、同節４中「定めるよう努めるもの
とする。」の次に次のように加える。

〇ライフライン事業者である地方公共団
体、指定公共機関及び指定地方公共機
関は、住民の避難に当たって、安全の
確保に配慮した上で、それぞれその国
民保護計画又は国民保護業務計画で定
めるところにより、ライフラインの安
定的な供給に努めるものとする。

第４章第１節５中「都道府県知事は、」の次に
「避難施設の確保に係る基本的な方針及び」を加
え、「通知するよう努めるものとする。」の次に次の
ように加える。

〇国は、国が管理・所管する施設につい
て、都道府県知事から避難施設として
の指定について同意を求められた場合
には、積極的に指定に応じるなど適切
に対応するものとする。

第４章第１節５中をとし、をとし、
として次のように加える。

 避難施設の確保に係る基本的な方針
〇国は、避難施設の確保に係る基本的な
方針について定めるものとする。

第４章第２節２中「厚生労働省」の次に「、文
部科学省」を、「経済産業省」の次に「、国土交通
省」を加え、「配慮するものとする。」の次に次のよ
うに加える。

〇都道府県は、救援を実施する際、災害時
応援協定等も参考にして、事業者と連携
を図るものとする。

第４章第２節３中「開設するものとする。」の
次に「なお、避難所での避難生活が長期にわたる
場合等においては、避難所で避難生活をしている
者への健康上の配慮等により、ホテル・旅館など
宿泊施設の借上げを実施し、これを供与すること
ができる。」を加え、その次に次のように加える。

〇国は、国が管理する施設等について、
都道府県知事から収容施設としての使
用の申入れがあった場合には、避難住
民等の受入れが適切に行われるよう必
要な措置を講ずるものとする。また、
国は、学校施設、公営住宅などの補助
金等の交付を受けた地方公共団体等が
管理する施設等について、都道府県知
事から収容施設としての使用の申入れ
があった場合には、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律その他
関係法令上の取扱いについて、必要に
応じて、適切な措置を講ずるものとす
る。

第４章第２節３中「応急仮設住宅等」を「長
期避難住宅又は応急仮設住宅」に、「建設する必要」
を「供与する必要」に改め、「速やかに建設」の次
に「、民間住宅の借上げ又はその他適切な方法に
より供与」を加え、同節３中「経済産業省」の
次に「、国土交通省」を加え、同節３中「日本
赤十字社」の次に「、日本医師会」を加え、同節
３中「通信手段」を「通信設備」に改め、「図る
ものとする。」の次に次のように加える。

〇国〔総務省〕は、必要に応じ、又は都
道府県知事からの支援の求めに基づ
き、関係業界団体の協力を得る等によ
り、電話その他の通信設備の提供の確
保を図るものとする。

第４章第２節３を削り、の次に次のように
加える。

 福祉サービスの提供
〇都道府県は、関係業界団体の協力を得
る等により、避難住民等のうち、避難
生活において配慮を必要とする高齢
者、障害者、乳幼児その他の者に対す
る福祉サービスの提供の確保を図るも
のとする。
〇国〔厚生労働省、こども家庭庁〕は、
必要に応じ、又は都道府県知事からの
支援の求めに基づき、関係業界団体の
協力を得る等により、福祉サービスの
提供の確保を図るものとする。

 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理
〇都道府県は、武力攻撃災害を受けた住
宅について、武力攻撃災害により住家
が半壊等の損傷を受け、自らの資力で
は応急修理をすることができない者又
は大規模な補修を行わなければ居住す
ることが困難である程度に住家が半壊
した者に対して、日常生活に必要な最
小限度の部分に対し、応急修理を実施
するものとする。
〇都道府県知事は、住宅の応急修理に必
要な資機材が不足し、調達が困難な場
合には、国〔農林水産省、経済産業省、
国土交通省〕に資機材の調達について
支援を求めるものとする。
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